
平  成  ２８  年  度 

青  梅  市  一  般  会  計  補  正  予  算  （  第  ４  号  ）  書 





議案第５５号  

平成２８年度青梅市一般会計補正予算（第４号） 

 平成２８年度青梅市の一般会計の補正予算（第４号）は、次に定めると

ころによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 482,312千円を追加し、 

 歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 51,130,521千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分および当該区分ごとの金額ならびに 

 補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。 

 （市債の補正） 

第３条 市債の追加および変更は、「第３表市債補正」による。 

  平成２９年２月２０日 

                 提出者 青梅市長 浜  中  啓  一 
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第 ２ 表　繰越明許費補正

追　加
（単位　千円）

小 学 校 空 調 設 備 工 事 130,657

小 学 校 便 所 改 修 工 事 200,398

4,320

14,760

3
戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

個人番号カード等関連事務
交 付 金

10,431

2 小 学 校 費 特別支援学級施設整備工事 24,553

款 項 事　　業　　名 金　　額

4 社 会 教 育 費 新 生 涯 学 習 施 設 建 設 事 業

シ ル バ ー 人 材 セ ン タ ー
外 構 工 事

7,240

総 務 費

3 民 生 費

8 土 木 費

社 会 福 祉 費1

2

9 消 防 費

準 ８ 号 線 工 事 負 担 金 74,124

2
道 路 橋
り ょ う 費

青 ２ ２ ８ ７ 号 線 改 修 事 業

10

沢 ７ ９ ２ 号 線 工 事 負 担 金 50,000

1 消 防 費 急傾斜地崩壊防止工事負担金

教 育 費

4 都 市 計 画 費

22,200

13,678
都市計画道路３・５・５号線
築 造 事 業

青２３０６号線側溝新設事業 9,077

高 齢 者 施 設 防 犯 カ メ ラ 等
設 置 費 補 助 金

3,002

青 ８ ２ ６ 号 線 改 修 事 業 5,411
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 第 ３ 表　市債補正

     追　　加

（単位　千円）

     変　　更

（単位　千円）

特 別 支 援 学 級 施 設
整 備 事 業 債

7,600 16,200

証書借入
ま た は
証券発行

　 5.0 ％
　 以　内
(ただし､利率
見直し方式で
借り入れる資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては当該
見直し後の利
率)

据置きを含む30年
以内の元利均等ま
たは元金均等償還
ただし、市財政の
都合により起債の
全部、または一部
を翌年度に繰越し
据置期間および償
還期限を短縮し、
もしくは繰上償還
または低利に借換
えすることができ
る。

起 債 の 目 的
限 度 額

補 正 前 補 正 後

小 学 校 便 所
改 修 事 業 債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

小 学 校 空 調 設 備
整 備 事 業 債

126,400

84,000
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（２）給料および職員手当の増減額の明細

 1 その他の増減分

 1 職員手当制度改正に伴う増減分

 2 その他の増減分

（３）給料および職員手当の状況
    ア　職員１人当たり給与

円 円

円 円

　歳 月 　歳 月
43 2 54 8

円 円

円 円

　歳 月 　歳 月
43 4 53 11

    イ　期末手当、勤勉手当

月 月 月

（ ）内は、再任用職員にかかる支給割合である。

 4.30    

 4.30    

(2.25)   

  部長職     20％  課長職  15％
  係長職　    6％  副主査職 5％
  主任職      3％

有

補正後

補正前

国の制度
(2.25)   (1.025)  (1.225)  

 2.075    

 2.325    

 2.025     2.275    

(1.05)  

(1.25)  (1.05)  

  部長職     20％  課長職  15％
  係長職　    6％  副主査職 5％
  主任職      3％

(1.20)  
 2.225    

 2.075    
(2.30)   

28年1月1日
現　　　在

425,609

29年1月1日
現　　　在

平均給料月額

377,421

一  般  行  政  職

50,226  

375,657

439,409平均給与月額

平均給与月額

平 均 年 齢

△ 58,159  給    料 △ 58,159  
千円  

区    分 増   減   額 増 　減 　事 　由 　別 　内   訳

 4.40    

支給率計
支 給 期 別 支 給 率

25,641  

６  月 12  月

職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

平 均 年 齢

区  分

332,744平均給料月額

330,457

区            分

430,630

一  般  技  能  職

446,989

職員手当 75,867  

千円  
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円 円

円 円

　歳 月 　歳 月
52 5 37 2

円 円

円 円

　歳 月 　歳 月
51 5 41 3

看  護 ・ 保  健  職医  療  技  術  職

335,600 286,308

388,153

408,806

378,075

471,971

351,656

317,098

  改正前　年間　4.30月
  改正後  年間　4.40月

50,226  

△ 58,159  

 職員数の増減および職員の新陳
 代謝等による増減分

説                 明 備                         考

 期末、勤勉手当支給率の改正に

千円  

25,641  
 伴う増減分
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市 債 の 前 前 年 度 末 お よ び 前 年

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の

1 12,135,053 11,628,311

(1) 総 務 3,568,633 3,292,227

(2) 民 生 97,785 67,555

(3) 衛 生 1,210,932 1,107,714

(4) 土 木 2,858,361 2,886,793

(5) 消 防 491,508 452,287

(6) 教 育 3,907,834 3,821,735

2 99,700 189,100

3 22,062,988 22,428,755

(1) 減 税 補 て ん 債 1,303,540 1,122,572

(2) 臨時税収補てん債 158,099 106,444

(3) 臨 時 財 政 対 策 債 19,568,676 20,391,950

(4) 減 収 補 て ん 債 1,032,673 807,789

34,297,741 34,246,166

普 通 債

災 害 復 旧 債

そ の 他

合 計

区 分 前 前 年 度 末 現 在 高 前 年 度 末 現 在 高

-60-



度 末 に お け る 現 在 高 な ら び に

見 込 み に 関 す る 調 書

（単位　千円）

833,800 1,173,686 11,288,425

0 279,500 3,012,727

11,300 20,432 58,423

0 105,230 1,002,484

478,700 289,931 3,075,562

0 71,008 381,279

343,800 407,585 3,757,950

0 0 189,100

1,770,106 1,593,570 22,605,291

0 184,881 937,691

0 52,693 53,751

1,770,106 1,127,582 21,034,474

0 228,414 579,375

2,603,906 2,767,256 34,082,816

当　該　年　度　中　増　減　見　込　み
当該年度末現在高見込額

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額
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